
課名 事業名称
予算額
（千円）

事業概要
新規
拡充

子ども食堂
等運営支援
事業

1,500

中間支援団体に子ども食堂に対する運営支援業務
を委託することにより、市内の子ども食堂等の数を
増やすとともに、既設子ども食堂の安定運営を図
る。

子育てコン
シェルジュ
サービス事
業

25,211

ワンストップ拠点として地区保健福祉センターに
「子育てコンシェルジュ」を配置し、母子保健コン
シェルジュとの包括的な相談体制のもと、妊婦や子
育て世帯の様々なニーズに応じた情報提供や相談・
助言等の支援を行う。

子育て支援
なるほど情
報発信事業

3,088

妊婦や子育て世代の方が、必要な時に容易に情報
を入手できるよう、「子ども・子育て支援サイト」
や「子育て支援アプリ」などを通して情報を発信す
る。
【拡充】
・子ども・子育て支援サイトをリニューアル

○

公立保育所
施設管理費
臨時経費分

9,845
公立保育所の集中的な保全に向け、令和５年度か

らの３か年計画で施設の安全確保に向けた維持補修
を行う。

公立保育所
長寿命化改
修事業

49,019
公立保育所の長寿命化を図るため、改修工事等を

行う。

公立保育所
整備事業

38,722
老朽化した公立保育所の保育環境の改善を図るた

め、統合整備を進める。

公立幼稚園
長寿命化改
修事業

12,735
公立幼稚園の長寿命化を図るため、改修工事等を

行う。

令和６年度当初予算（主な施策）について

【区分欄凡例】
◎：新規等事業：令和6年度から新たに開始する事業

（令和５年度補正予算で新たに措置した事業を含む）
○：拡充等事業：対象範囲の拡大など、事業内容の一部に新たな取組みを含む事業
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課名 事業名称
予算額
（千円）

事業概要
新規
拡充

障害児保育
事業費補助
金

85,708

心身に障がいを有し、保育が必要な児童の私立保
育所や認定こども園等における利用を円滑にするた
め、障がい児保育の実施に係る加配保育士の雇用に
要する経費を補助する。
【拡充】
・補助単価の増（＋4,000～12,000円/人月）

○

保育士人材
確保推進事
業

13,591

保護者が安心して就労できる保育環境の整備や、
保育の質の向上を図るため、保育士の人材確保を推
進する。
・保育士宿舎借上費用を補助
・保育等現場体験・合同説明会の開催 など

〇

放課後児童
健全育成事
業施設整備
費

11,510

保護者が労働等により、日中家庭にいない世帯の
小学生に対し、授業終了後の適切な遊びや生活の場
を提供し、その健全育成を図るため、放課後児童ク
ラブを整備する。
・整備施設数：１施設（小名浜第一小学校児童ク

ラブ）

放課後児童
クラブ利用
料助成事業

32,236
子育て世帯における経済的負担の軽減を図るた

め、低所得者世帯に属する児童の放課後児童クラブ
利用料を助成する。

内郷児童館
解体事業

3,286
老朽化等により令和５年度末に廃止する内郷児童

館の解体を行う。
・内郷児童館解体設計委託

◎

支援対象児
童等見守り
強化事業

10,019

市が委託する民間団体等による食事の提供（宅
配）を通じて子ども等の状況の把握、子どもの見守
り体制の強化を図り、児童虐待の早期発見・早期対
応を行う。

ヤングケア
ラー支援体
制強化事業

9,315

ヤングケアラーの支援体制強化を図るため、ヤン
グケアラーコーディネーターを配置するとともに、
ヤングケアラーの負担軽減のため、訪問して家事育
児支援を行うヘルパーを派遣する。
・ 訪問家事支援（支援対象12人）
・ 講演会・研修会の開催
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課名 事業名称
予算額
（千円）

事業概要
新規
拡充

出産・子育
て応援金

178,965

安心して出産・子育てができる環境整備に向け、
妊娠期から継続した伴走型相談支援の充実を図ると
ともに、妊娠・出産した妊婦等に対し、出産育児関
連用品の購入費や、子育て支援サービスの利用料負
担軽減を図るための経済的支援を行う。

出産支援金
支給事業

103,130

出産を奨励祝福するとともに、出産に係る経済的
な負担を軽減し、もって次代を担う児童の確保及び
その健やかな成長を図ることを目的として出産支援
金を給付する。
・出生児童１人につき （第１子）50,000円、
（第２子）65,000円、（第３子以降）80,000円

赤ちゃん絵
本プレゼン
ト事業

2,133

絵本の読み聞かせを通して、家族の心ふれあう時
間を大切にし、子育てが安心・充実することを目的
に、１歳の誕生祝いとして申請を受けて絵本を自宅
へ送付する。

ひとり親家
庭高等職業
訓練促進給
付金等事業

32,607
ひとり親家庭の父又は母を対象に、経済的自立に

効果的な資格取得を支援するため、給付金を支給す
る。

子どもイン
フルエンザ
予防接種助
成事業

76,088

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、
負担感の減による接種促進により感染時の重症化や
合併症の発生予防を図るため、子どものインフルエ
ンザ予防接種費用を助成する。
・対象者
本市に住民登録がある生後６カ月から中学生

・助成額 接種１回あたり 2,000円
・接種回数
13歳未満：２回接種 13歳以上：１回接種

乳幼児健康
診査事業

38,427

母子保健法第12条及び第13条の規定に基づき、乳
幼児の発達の節目である「４か月児」、「10か月
児」、「１歳６か月児」、「３歳児」を対象に健康
診査を行う。

不妊専門相
談事業

667

子どもを持ちたい人が安心して生み育てられる社
会の実現と生涯を通じた女性の健康の保持増進を図
るため、不妊専門相談会の実施や普及啓発、相談従
事者の質の確保等を行う。

妊産婦健康
診査事業

240,526
母体及び胎児の異常の早期発見・早期治療を図る

ため、母子保健法第13条の規定に基づく妊産婦健康
診査を実施する。
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課名 事業名称
予算額
（千円）

事業概要
新規
拡充

母子保健コ
ンシェル
ジュサービ
ス事業

35,899

保健師等の「母子保健コンシェルジュ」を地区保
健福祉センターに配置し、子育て支援と母子保健の
密接な連携のもと、包括的な相談体制を構築し、ラ
イフステージに合わせた継続的な支援を行うととも
に、関係機関との連絡調整等を行い、支援体制の充
実を図る。

こども家庭
センター運
営事業

16,567

個別の機能である「児童福祉」と「母子保健」の
相談支援を一体的に行うことで、全ての妊産婦や子
育て世帯、こどもに対し切れ目ない支援を行える相
談支援体制を整備するため、地区保健福祉センター
に「こども家庭センター」を設置する。

◎
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